
 

 

 

金）」、「新卒者の初任給の増額」、

「再雇用者の賃金の増額」を賃上

げと定義し、資本金１億円以上を

「大企業」、１億円未満（個人企業

等を含む）を「中小企業」と定義

しています。 

 

◆回答結果 
○実施率 

回答企業 8,235 社のうち、「実

施する」は 66.0％で、前年比

8.5 ポイント上昇 

（昨年は、集計を開始した

2016 年以降で最低だった） 

○産業別 

 実施すると回答した企業の産

業別割合の高い順に、①製造業

71.9 ％、②建設 業 67.4 ％

（1,028 社中、693 社）、③卸

売業 66.9％（1,799 社中、

1,204 社）。最も低かったのは、

不動産業の46.2％（175社中、

81 社）。 

○規模別 

 大企業が 74.1％に対し、中小

企業は 64.8％ 

（大企業は建設業、製造業、卸

売業、運輸業で「実施する」が

70％を超えた） 

一方、中小企業で 70％を超え

たのは製造業だけ。 

宿泊業や旅行業、飲食業などが

含まれるサービス業他の「実施

する」は、大企業が 65.6％に

対し、中小企業は 58.4％。ま

た、金融・保険業は、大企業で

61.2％、中小企業で 36.3％。 

 

◆賃上げの内容 
 賃上げ内容については、「定期

昇給」が 83.6％、「ベースアップ」

が 28.7％、「賞与（一時金）の増

額」22.4％など。 

 

◆賃上げ率 
 最多は「２％以上３％未満」の

26.6％。次いで、「１％以上２％

未満」の 24.0％。 

 「50％以上」は 8.2％だったが、

2020年度実績の0.7％と比べる

と、今年になって水準が戻ってき

た感がある。 

 度重なる緊急事態宣言、まん延

防止等重点措置の対象が広がる

中、賃上げに慎重になっている企

業は多いものの、半数以上が賃上

げをする傾向にあります。今後は

業種により、財政の厳しい企業と

余力を残した企業と、二極化がさ

らに進むことが懸念されます。 

 

 

6月の税務と労務の手続期

限［提出先・納付先］ 

 
1 日 

○ 労働保険の年度更新手続

の開始＜7 月 10 日まで＞

［労働基準監督署］ 

 

10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別

徴収税額の納付［郵便局ま

たは銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取

得届の提出＜前月以降に

採用した労働者がいる場

合＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 特例による住民税特別徴

収税額の納付［郵便局また

は銀行］ 

 

30 日 

○ 個人の道府県民税・市町村

民税の納付＜第 1 期分＞

［郵便局または銀行］ 

○ 健保・厚年保険料の納付

［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告

書の提出［年金事務所］  

○ 労働保険印紙保険料納付・

納付計器使用状況報告書

の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇

用保険の被保険者でない

場合）＜雇入れ・離職の翌

月末日＞［公共職業安定

所］ 

 

雇入時及び毎年一回 

○ 健康診断個人票［事業場］ 

 

 

★当事務所よりひと言★ 
 

月次支援金の申請が６月 

１６日頃から始まります。給付

対象となる可能性もあります

ので、自社の売り上げ（４月・

５月分）の確認を行ってくださ

い。 

ご不明な点等ございました

ら、当所までご連絡ください！ 

なお、詳細は同封チラシをご

参照ください。 

 

◆ハラスメントの予防・解決の

ための取組状況 
○パワハラ、セクハラおよび妊

娠・出産・育児休業等・介護休

業等ハラスメントに関する雇

用管理上の措置として、「ハラ

スメントの内容、ハラスメント

を行ってはならない旨の方針

の明確化と周知・啓発」および

「相談窓口の設置と周知」を実

施している企業は８割程度だ

が、「相談窓口担当者が相談内

容や状況に応じて適切に対応

できるための対応」の割合は４

割程度であった。 

○すべてのハラスメントにおい

て、勤務先が「積極的に取り組

んでいる」と回答した者で、ハ

ラスメントを経験した割合が

最も低く、「あまり取り組んで

いない」と回答した者は経験し

た割合が最も高い。 

 

◆ハラスメントを受けた経験 
○パワハラ、セクハラおよび顧客

等からの著しい迷惑行為につ

いて、過去３年間での勤務先で

の経験有無・頻度を聞いたとこ

ろ、各ハラスメントを一度以上

経験した者の割合は、パワハラ

が 31.4％、顧客等からの著し

い迷惑行為が 15.0％、セクハ

ラが 10.2％となった。 

 

◆ハラスメント行為を受けた

後の行動、ハラスメントを知

った後の勤務先の対応 

 
○ハラスメントを受けた後の行

動として、パワハラ、セクハラ

では「何もしなかった」の割合

が最も高かった。一方、顧客等

からの著しい迷惑行為では、

「社内の上司に相談した」の割

合が最も高く、次いで「社内の

同僚に相談した」が高かった。 

○ハラスメントを知った後の勤

務先の対応としては、パワハラ

では「特に何もしなかった」

（47.1％）、セクハラでは「あ

なたの要望を聞いたり、問題を

解決するために相談にのって

くれた」（34.6％）、顧客等か

らの著しい迷惑行為では、「あ

なたの要望を聞いたり、問題を

解決するために相談にのって

くれた」（48.6％）の割合が最

も高かった。 

 

2021 年度賃上げの実態 

～東京商工リサーチアンケ

ートより 
 

◆概 要 
 昨年に引き続き、企業は2021

年もコロナ禍で新年度を迎える

こととなりました。東京商工リサ

ーチでは、新年度における賃上げ

の実態を把握するべく、2021 年

４月１日～12 日にインターネッ

トによるアンケート調査を実施

しました。今回はその内容につい

て紹介します。なお、「定期昇給」、

「ベースアップ」、「賞与（一時

「職場のハラスメントに関

する実態調査」の報告書が

公表されました 
 

厚生労働省委託事業「職場のハ

ラスメントに関する実態調査」

（令和２年 10 月実施。調査実施

者：東京海上日動リスクコンサル

ティング株式会社）について、報

告書が取りまとめられました。職

場でのハラスメントの予防・解決

の参考にしてください。 

 

◆ハラスメントの発生状況・ハ

ラスメントに関する職場の

特徴 
○過去３年間のハラスメント相

談件数の推移については、パワ

ハラ、顧客等からの著しい迷惑

行為、妊娠・出産・育児休業等

ハラスメント、介護休業等ハラ

スメント、就活等セクハラでは

「件数は変わらない」の割合が

最も高く、セクハラのみ「減少

している」の割合が最も高かっ

た。 

○職場の特徴として、パワハラ・

セクハラともに「上司と部下の

コミュニケーションが少ない

／ない」、「ハラスメント防止

規定が制定されていない」、「失

敗が許されない／失敗への許

容度が低い」、「残業が多い／

休暇を取りづらい」等の特徴に

ついて、ハラスメントを経験し

た者と経験しなかった者の差

が特に大きい。 

連絡先：〒501－3232  

    関市桜本町 2-32-4 エレガンスみやもと 302 

電 話：0575-24-3757     FAX：0575-24-3757 

ｅ－ｍａｉｌ：hata50911@gmail.com 
  

社会保険労務士 

ＷＡＶＥ事務所便り 

2021 年 6 月号 

 


